大阪府河川構造物等審議会
設　置　趣　旨
　河川構造物は、洪水や高潮等による水災防御を目的に、発生事象を想定し、河川計画を策定して設置するものであり、大阪府では、昭和40年代の高度経済成長期にその多くを築造している。
これらの構造物は、平時は適切に維持管理し、出水時にその機能の発揮を期待するものであるが、築造から50年近い年月が経過し、著しく老朽化の進んでいるものも少なくない。
また、所定の計画規模を有しているが、気候等の環境の変化に伴い、近年では、それを上回るような局地的集中豪雨が発生したり、台風が巨大化したりするなど外力が増大し、さらなる構造物の増強が必要となっている。
さらに、平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、マグニチュード9.0の巨大地震とともに計画を上回る大津波が発生し、河川を遡上する津波によって被害が拡大した。このことから、南海トラフの巨大地震の発生が危惧される近畿地方においても、河川構造物の耐震性能の確保と津波防御を目的とした補強等は喫緊の課題である。
一方、このような状況の中、本府の逼迫する財政状況においては、建設予算は年々削減されており、構造物の新設や大規模な改築等が困難なことから、効率と効果を重視した重点整備と既存施設の有効活用といった観点が河川構造物に求められている。
河川構造物に関するこれらの課題は、府民の生命と財産に直結する重要な事案であることから、今後、迅速かつ着実に対処していかなければならず、そのためには自然的、社会的環境の変化等に適切に対応していくことが重要である。このため、様々な分野の学識経験者等を結集し、専門的知識と先端的技術を駆使して“今後の河川構造物等のあり方”を検討する必要があり、ここにその取り組みとして「河川構造物等審議会」を設置するものである。
